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平成 17 年 12 月期 中間決算短信（連結）       平成 17 年 8 月 9 日 

 

上 場 会 社 名        スミダ コーポレーション株式会社  上場取引所 東 

コ ー ド 番 号        6817  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ  http://www.sumida.com ） 

代  表  者 役職名 代表執行役会長 氏名 八幡 滋行  

問合せ先責任者 役職名 代表執行役ﾁｰﾌﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｵﾌｨｻｰ 氏名 松田 三郎 TEL（03）3667-3381 

親会社等の名称 （コード番号：  ） 親会社等における当社の議決権保有比率： - % 

米国会計基準採用の有無 無  

 
１．17 年 6月中間期の連結業績（平成 17 年 1月 1日～平成 17 年 6 月 30 日） 
(1)連結経営成績               （注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して記載しております。 

 売 上 高      営 業 利 益      経 常 利 益      
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17 年 6 月中間期 19,124 10.1 1,412 △19.0 1,123 △27.2

16 年 6 月中間期 17,367 20.9 1,743 99.8 1,542 94.3

16 年 12 月期 36,246 3,611 3,128 

 

 
中間（当期）純利益 

1株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後 1 株当 

たり中間（当期）純利益 
 百万円   ％ 円  銭  円  銭

17 年 6 月中間期 692 △38.2 36  04  31  48  

16 年 6 月中間期 1,120 － 71 50 69 42 

16 年 12 月期 1,807 104 25 101 49 

(注) ① 持分法投資損益 17年6月中間期 △231百万円 16年6月中間期 △118百万円 16年12月期 △321百万円

② 期中平均株式数(連結) 17年6月中間期 19,214,652株 16年6月中間期 15,664,306株 16年12月期 17,334,894株

③ 会計処理の方法の変更 有   

④ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)連結財政状態 
 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率       1株当たり株主資本      

 百万円 百万円 ％ 円  銭

17 年 6 月中間期 42,439 22,337    52.7   1,160  90 

16 年 6 月中間期 31,759 20,666     65.1 1,305 03 

16 年 12 月期 34,170 20,511     60.0 1,175 67 

  (注)①期末発行済株式数(連結)  17年6月中間期 19,240,949株  16年6月中間期 15,835,578株  16年12月期 17,446,262株 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

17 年 6 月中間期     1,711  △ 3,723     6,410     9,500 

16 年 6 月中間期 779  △ 1,121  166   4,355  

16 年 12 月期 2,413  △ 3,107  1,245   4,900  

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 20 社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 1 社 

 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規) 1 社 (除外) － 社 持分法 (新規) － 社 (除外) － 社 
 
２．17 年第 3四半期の連結業績予想（平成 17 年 7 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日） 

 売 上 高       経 常 利 益       当 期純利 益       
 百万円 百万円 百万円

第 3四半期 10,200 720 460 

  (参考)1 株当たり予想当期純利益（第 3四半期）    23 円 91 銭 
 

＊ 当社は添付資料 10 頁記載の理由により、通期の業績予想を行うことが困難な状況にあるため、本資料では、次四半期に

係る業績予想を開示しています。当社は四半期財務情報の開示を実施しています。 
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スミダ電機株式会社 

 

勝美達電子股份有限公司（台湾） 

SUMIDA ELECTRIC (H.K.) COMPANY LIMITED (香港) 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

統括会社 

企 業 集 団 の 状 況 
 

当社の企業集団は、持株会社である当社と子会社 20 社で構成され、電子部品等の製造販売を主な内

容とし、事業の系統図は次のりであります。 
 

         （国内顧客）                （海外顧客） 
 

販  売 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
製  造 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
開   発 

 
 

 
 
 

 
 
サービス  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注） 

1. 上記子会社は全て連結しております。 
2. 当社に代わって 3 事業（レガシー、インバータ、オートモーティブ）を統括する持株会社として平成 17 年 4 月 1 日に SEC

株式会社を設立致しました。 
3. M.SUMIDA ELECTRIC SDN.BHD.及び SUMIDA ELECTRONICA de MEXICO は清算手続中であります。 

持分法適用会社(1社) 

Arima Devices Corp. 

国内販売拠点（1社） 

 

SUMIDA ELECTRIC(H.K.) COMPANY LIMITED（香港） 

東莞勝美達（太平）電機有限公司 （中国） 

M.SUMIDA ELECTRIC SDN.BHD.（マレーシア） 

勝美達電子股份有限公司（台湾） 

SUMIDA AMERICA INC. (米国) 

SUMIDA ELECTRONICA de MEXICO（メキシコ） 

SUMIDA  de MEXICO S.A. de C.V.（メキシコ） 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC COMPANY LIMITED(中国) 

STELCO GmbH（ドイツ） 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

海外製造拠点(10社） 

Sumida Trading Company Limited（香港） 

Sumida Trading Private Limited（シンガポール） 

SUMIDA AMERICA INC. (米国) 

SMD MARKETING (M) SDN. BHD.（マレーシア） 

勝美達電子股份有限公司  (台湾) 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC COMPANY LIMITED(中国) 

SUMIDA KOREA INC. (韓国) 

STELCO GmbH(ドイツ) 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

海外販売拠点（9社） 

スミダ電機株式会社 

国内サービス（1社） 

SUMIDA SERVICE COMPANY LIMITED （香港） 

海外サービス（1社） 

SUMIDA CORPORATE SERVICE COMPANY LIMITED(香港） 

SUMIDA HOLDING GERMANY GmbH(ドイツ) 

海外子会社統括（2社） 

スミダコーポレートサービス株式会社 
SEC株式会社 

国内子会社統括（1社） 

当社(持株会社）

海外開発拠点（3社） 

スミダ電機株式会社 

国内開発拠点（1社） 
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ます。ABS コイルは既存客のシェア拡大と同時に新規顧客向けの納入を実現するため、ヨーロッパ及び北

米市場を更に強化いたします。ABS コイル以外ではキーレスエントリー、直噴エンジン用インジェクショ

ンコイル、エアコンの冷暖房切り替え用コイルを中心に事業活動を展開してまいります。 

既存の 3 つの事業に加えて新規事業にも力を注いでいます。新規事業では、JENSEN（スウェーデン）

が、主にプロジェクター用 GDT（ガス・ディスチャージ・チューブ）をヨーロッパ向けに販売しています。

車載向け GDT につきましては採用決定まで時間を要するものの、サンプル出荷を着実に行っており、2006

年には徐々にその成果が顕在化するものと考えられます。昨年末に買収した STELCO（ドイツ）は当社グ

ループへの収益寄与が当中間連結会計期間から始まっています。 

中期経営計画では、2007 年に総売上高 1,000 億円達成を目指しております。採算面では、中国のロー

カルサプライヤーを活用した原材料費の低減、製造経費及び減価償却費等固定費を抑制した生産体制の

確立により、売上高営業利益率 10％を目標としております。 

 

 

６．対処すべき課題 

当社グループは 2003 年にスタートした中期経営計画であります 2007 年度に売上高 1,000 億円、売上

高営業利益率 10%の達成に向けて、Global, Speed, Focus をモットーとして事業に邁進しております。 

①グローバル(Global) 

従来から取り組んでおりました現地で生産し販売をする現地完結型ビジネスへの転換を行いまし

た。開発においてもデザイン・イン・マーケットを目指しております。 

②スピード(Speed) 

昨年度に導入したカンパニー制をますます推し進め、全社的にスピードを持って活動するために

大幅な権限委譲を行い、より機動的な対応を追求しております。 

③フォーカス(Focus) 

選択と集中により採算性の低い事業を圧縮して 3つのコアビジネス、すなわち 50 年の歴史を誇る

レガシービジネス、フラットパネル向けで高成長が期待できるインバータビジネス、自動車の電子

化の進展で成長するオートモーティブビジネスにフォーカスしております。各ビジネスを担当する

カンパニーは売上高、利益に対してコミット（公約）し有言実行の徹底を強化しております。 

④リスクマネジメント(Risk Management) 

企業は疾病、災害、訴訟、為替及び金利の変動など様々なリスクを抱えております。こうしたリ

スクに備えるため、当社グループにおきましては、リスク・マネージメント・コミッティーを社内

に設置しました。 

⑤企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility） 

環境対策、法令順守、社会貢献を重視した幅広い企業の社会的責任（CSR）活動に注力するため、

ISO14001 の取得、法務部門の強化、コンプライアンス部門の新設及び奨学金基金の設立等を実施し

てまいりました。 

 

７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

【コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方】 
  当社は、経営の透明性および効率性を確保し、ステークホルダーの期待に応え、継続的に企業価値を

高めていくことがコーポレート・ガバナンスの基本であり、経営の最重要課題の一つであると認識して

おります。 
  コーポレート・ガバナンスを強化するために当社は 2003 年 4 月に委員会等設置会社に移行致しまし

た。社外取締役が過半数を占める法定の指名、監査、報酬委員会と当社独自の戦略委員会の４つの委員

会を設置し経営の透明度を高める機構を備えました。また、業務執行機能に専従する機関として執行役

を置き、取締役会は業務執行の監督に特化し、「執行」と「監督」が明確に分離され、両者が有効に機

能する組織機構になりました。さらに取締役会は「執行役」に業務決定権限を大幅に委譲し、2004 年 1

月からはカンパニー制を導入することにより、激動する社会情勢に応じて迅速な意思決定を行い機動性

と柔軟性に富んだグループ経営ができるように致しました。 

   
   なお、当社は新日本監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けております。 

当社の会計監査業務を執行する指定社員・業務執行社員は浜田正継氏、上村純氏及び室橋陽二氏の 3
氏であり、この他に補助者として、公認会計士 2 名、会計士補 3 名が会計監査に携わっております。 
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【コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況】 
(1) 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 
①会社の機関の内容 
 イ．取締役会 

       取締役会は取締役・執行役の監督と経営の基本方針の策定等の専決事項に専念し、それ以外の

事項の業務執行は執行役に委任しております。取締役会の構成は、取締役 10 名中 5 名が社外取

締役で、8 名は執行役を兼務しない取締役となっております。当社では取締役会に次の委員会を

設置しております。 
      ・指名委員会（法定） 構成 ： 社外取締役 3 名 
      ・監査委員会（法定） 構成 ： 社外取締役２名、社内取締役１名 
      ・報酬委員会（法定） 構成 ： 社外取締役 3 名 
      ・戦略委員会（任意） 構成 ： 社外取締役 1 名、社内取締役 5 名 
   ロ．執行役 

執行役は取締役会から委任を受けた事項の業務執行を取締役会の決議により定められた職務の

分掌に従い行っております。執行役は 3 名で、いずれも代表執行役です。 
・代表執行役 CEO 

スミダグループのビジョン・戦略の策定及び業務執行の最終責任を負う 
      ・代表執行役グループプレジデント 

CEO の策定したビジョンの実行および業務執行に責任を負い、CEO に報 
告する 

      ・代表執行役 CFO  
財務・会計関連業務に責任を負い、CEO に報告する 

②業務執行の監視、内部統制・リスクマネジメント・コンプライアンス体制の仕組み 
   イ．業務執行の監視 
      業務執行の監視については取締役会が取締役・執行役の監督を、監査委員会が取締役・執行役

の監査を行っております。また、会社に著しい損害及び利益を及ぼすおそれのある事実について

は、内部統制部門が随時取締役会・監査委員会に報告を行う体制を構築しております。 
   ロ．内部統制システムの整備の状況 
      内部統制システムとして、執行役の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ、効率的に行

われることを確保するために、代表執行役はそれぞれ諮問機関を置き、重要な意思決定を行う際

には諮問機関メンバーの意見を聴取し、十分な検討を行うシステムにしております。また、監査

委員会との連携のもとで CEO 直属の内部監査室および法務部門（リーガルオフィス）が内部統

制システムの実効性をチェックしております。なお、業務執行上、何らかの疑義が生じた場合は、

弁護士・会計監査人等に適宜助言を仰いでおります。 
   ハ．リスクマネジメント体制の整備の状況 
      今日の当社の事業を取り巻く環境や内部環境は時として急激に変化し、これらは経営に大きな

リスクをもたらしています。企業が成長力を維持する基盤として、リスクマネジメント能力が益々

重要になっており、企業の評価を大きく左右する時代になっております。そのため当社ではリス

クマネジメントを経営上の最重要課題の 1 つと捉えて整備を進めております。 
      2003 年７月にリスクマネジメント・コミッティーおよびその実施機関としてリスクマネジメン

ト・オフィスを設置し、責任者であるチーフ・リスクマネジメント・オフィサーにはＣＥＯが就

任しました。また、リスクマネジメント・オフィサーを任命するとともに海外を含むグループの

主要事業拠点にリスクマネジメント・モニターを配置しました。グローバルな観点から、将来予

想されるリスクを洗い出し、分析し、リスクの回避、予防、分散策を策定するとともに、万一発

生した場合の損失を最小化するための対応方法についても検討しております。 
   ニ．コンプライアンス体制の整備の状況 

    コンプライアンスについてはコーポレート・ガバナンスの根幹であるとの認識のもと、単なる

法令の遵守という問題に限定せず、企業の社会的責任(CSR)を Integrity（誠実性）、Discipline（規

律）、Common Sense（常識）に基き積極的に果たしていく活動と位置づけ、 コンプライアンス・

オフィスを中心に体制整備およびモニタリング活動に努めております。 
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  (2)会社と社外取締役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要 
      社外取締役 5 名と当社の間には特別な利害関係はありません。 
 
 (3)コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

    コンプライアンスへの取り組みとして 2004 年 7 月に専任のコンプライアンス・オフィサーを任命

し、グローバルな観点から体制を整備し、モニタリング等の活動を始めました。 
    2005 年 4 月には当社グループのビジョン、経営の基本原則、コミットメント、行動規範、企業統治

原則、環境理念を集約の上、「スミダの経営に関する諸原則」として改めて制定致しました。かかる

基本原則の遵守の重要性をグループ役職員へ周知徹底し、ステークホルダーへの責任をより明確に意

識した事業の運営に努め、一層充実したコーポレートガバナンスの実現に向け取組んでおります。 

    また、リーガルオフィス、リスクマネジメント・オフィス、コンプライアンス・オフィス、内部監

査室等の相互の連携を強化し、内部統制およびグループ全体のマネジメントの向上を図りました。 

 
８．親会社等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

９．目標とする経営指標 

 平成 12 年 6 月の純粋持株会社制への移行に伴い、各事業会社を設立・独立させ分社化を実施致しまし

た。持株会社は事業会社に日々の業務運営を委ね、グループ全体に関わる方針決定を行います。平成 16

年１月よりグループを再編し 5 カンパニーに区分して、各カンパニーの目標・責任・権限を明確にし、

製造、販売、開発を製品ごとに把握し、売上及び利益の拡大を図ります。個々のカンパニーの企業価値

を高めることが、グループ全体の企業価値向上に繋がるものと確信しております。各カンパニーの企業

価値への貢献度合い、達成度合いを分析する指標として、フリーキャッシュフローの概念を簡略化し、

より迅速な経営判断のできる修正 EBITDA を採用しております。 
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経営成績及び財政状態 

 

 

１．当中間連結会計期間の業績の概況 

2005 年前半の世界経済は、原油価格が高水準で推移するなかヨーロッパの景気停滞、アメリカの慎重な

ベースでの金融引き締め策、中国の意図的な投資抑制策等を受け総じて緩やかな減速が続いています。 

世界の電子機器市場では、アテネ オリンピック以降シリコンサイクルが下降局面に向かったのに加え、

昨年後半に製品在庫が積み上がったことから各セットメーカーが比較的軽微な生産調整を実施し、新機種

の量産についても時期を先送りする傾向が散見されました。ただ、在庫調整がほぼ一巡したこと、消費者

の情報化投資意欲に衰えが見られないことなどから、電子機器市場は年後半から立ち上がるものと予想さ

れています。 

音響・映像機器では、液晶 TV が国内外で成長しているものの、ラジオ、ステレオ等アナログ製品に加え

DVD レコーダー、デジタルカメラ等デジタル家電製品が弱含みで推移しています。一方、パソコンの出荷台

数は、2005 年第 1四半期に前年同期比 10.3％増の 50 百万台、第 2四半期は同 14.8％増の 49 百万台と順調

に増加しています。携帯電話の出荷台数は、アメリカ、ヨーロッパでの買換え需要が活発化し、東ヨーロ

ッパ、中東、アフリカ、南アメリカなど新興市場も成長していることから 2005 年は前年比 13％増の 750

百万台が予想されます。また、自動車の新車販売台数は先進主要国が高水準で推移し、アジア太平洋、そ

の他地域も着実に増加してきたため安定的な成長が続いています。これに加え、自動車の電子化が更に進

展していることから車載用電子部品の需要は着実に増加しています。         

当社グループは前連結会計年度末に採算の低いマグネティックスの製造部門及び光ピックアップの OEM

製品部門から撤退したため、事業別セグメントは光電子事業、電磁気事業を除いたコイル事業単一となり

ましたが、社内的には製品別経営を徹底させるため、長年に亘って培ってきた巻線技術を基盤とするレガ

シー事業、ノート PC、LCD モニター、液晶 TV 等フラットパネル分野を担うインバータ事業、主に車載用電

子部品を手掛けるオートモーティブ事業に区分し、権限を委譲された各事業のプレジデントが責任を持っ

てそれぞれの事業に専念できる体制を整えております。尚、GDT（ガス･ディスチャージ･チューブ ）製造･

販売の JENSEN、チップインダクタ、コンデンサを製造・販売する STELCO 等をその他事業に含めております。     

当中間連結会計期間の売上高につきましては、デジタル家電製品向けの比重の高い DC/DC コンバータ等

のパワーソリューション、IFT/RF コイル等のシグナルの低迷でレガシー事業が僅かに減少し、マグネティ

ックスの製造部門及び光ピックアップの OEM 製品部門からの撤退でその他事業（JENSEN、STELCO 等）が縮

小しましたが、インバータ事業が液晶 TV、LCD モニター、ノート PC 向けに大幅に増加し、オートモーティ

ブ事業が ABS、キーレスエントリー、カーエアコン向けを中心に急拡大したことから前中間連結会計期間比

10.1％増の 19,124 百万円になりました。 

利益面では、インバータ事業、オートモーティブ事業の増収効果が寄与したものの、レガシー事業で今

後の需要増に備えるため新規人員を大幅に拡充し労務費等製造経費が増加したこと、事業拡大に伴い販売

費及び一般管理費が増加したことなどから営業利益は前中間連結会計期間比 19.0％減の 1,412 百万円にな

りました。 

営業外損益で持分法による投資損失が増加したことなどから経常利益は前中間連結会計期間比 27.2%減

の 1,123 百万円となりました。また、海外子会社からの配当収入の増加により実効税率の高い日本での税

金費用が膨らんだことから、中間純利益は前中間連結会計期間比 38.2%減の 692 百万円を計上致しました。 

 

次にセグメントの状況につきましては、前連結会計年度末にマグネティックスの製造部門及び光ピック

アップの OEM 製品部門から撤退し、当中間連結会計期間から事業別セグメントは光電子事業、電磁気事業

を除いたコイル事業単一となったため記載しておりません。 

 

２．財政状態 

   (1)資産、負債及び資本の状況 

  （流動資産） 

 当中間連結会計期間末における流動資産の残高は25,998百万円（前中間連結会計期間末は17,756

百万円）となり、8,242 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、転換社債型新株予約権付社債を発行したこと等により現金及び預金が 5,145 百

万円増加したこと、事業拡大に伴い売上債権が 1,349 百万円、棚卸資産が 242 百万円増加したこと

等によります。 
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  （固定資産） 

 当中間連結会計期間末における固定資産の残高は16,440百万円（前中間連結会計期間末は14,003

百万円）となり、2,437 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、投資有価証券が 1,563 百万円、仙台技術センター(M.LAB)の敷地購入 500 百万円

及び経常的な設備投資により有形固定資産が 648 百万円増加したこと等によります。 

  （流動負債） 

 当中間連結会計期間末における流動負債の残高は 11,364 百万円（前中間連結会計期間末は 8,898

百万円）となり、2,466 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、１年以内償還予定社債が固定負債の社債から振替ったことにより 1,200 百万円

増加、事業拡大に伴う支払手形及び買掛金が 706 百万円増加したこと、短期借入金が 700 百万円増

加したことによります。 

  （固定負債） 

 当中間連結会計期間末における固定負債の残高は 8,684 百万円（前中間連結会計期間末は 2,196

百万円）となり、6,488 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、当中間連結会計期間において転換社債型新株予約権付社債 8,000 百万円を発行

したこと、また、前中間連結会計期間末において固定負債であった社債 1,200 百万円が当中間連結

会計期間末で 1年以内償還予定となり、流動負債となったことによります。 

  （少数株主持分） 

 51%出資の連結子会社（SUMIDA KOREA INC.）より、当中間連結会計期間末において少数株主持分

が 53 百万円発生しました。 

  （資本） 

 当中間連結会計期間末における資本の残高は、22,337 百万円（前中間連結会計期間末は、20,666

百万円）となり、1,671 百万円増加しました。主な増加要因は、当期純利益の計上等による利益剰

余金 880 百万円の増加、当中間連結会計期間末において円安により借方為替換算調整勘定が 527 百

万円減少したこと等によります。 

 

 

(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は9,500百万円（前中間連結会計期間末4,355

百万円）となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は 1,711 百万円の収入超（前中間連結会計期間は 779 百万円の収入

超）となりました。これは税金等調整前中間純利益を 1,151 百万円計上したこと、非資金流失項目

である減価償却750百万円及び持分法による投資損失231百万円等を計上したことによるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は 3,723 百万円の支出超（前中間連結会計期間は 1,121 百万円の支

出超）となりました。これは有形固定資産の取得 1,674 百万円、投資有価証券の取得 1,312 百万円、

子会社株式の追加取得 292 百万円及び関連会社への追加出資 309 百万円等によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は 6,410 百万円の収入超（前中間連結会計期間は 166 百万円の収入

超）となりました。これは転換社債型新株予約権付社債の発行に伴い 7,983 百万円の資金調達をし

たものの、短期借入金 1,000 百万円の返済したこと等によるものです。 
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当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

平成16年 平成17年 平成16年
中間会計期間 中間会計期間 連結会計年度

自己資本比率(%) 65.1 52.7 60.0
時価ベースの自己資本比率(%) 176.0 105.6 135.0
債務償還年数(年) 3.8 1.7 2.9
インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 33.1 85.0 41.7  
(注) 自己資本比率                      :自己資本/総資産 

   時価ベースの自己資本比率          :株式時価総額/総資産 

   債務償還年数                      :有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ  :営業キャッシュ・フロー/利払い 

 

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しており

ます。 

※ 有利子負債は短期借入金、社債(一年以内償還予定社債を含み、無利子の転換社債型新株予

約権付社債を含まない)、長期借入金(一年以内返済予定長期借入金を含む)を対象としてお

ります。 

※ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に記載されている

「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「支払利息」を用いております。 

※ 債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを 2 倍とし年率換算しており

ます。 

 

 

３．業績の見通し 

  当社グループのコイルの受注は新しい局面を迎えようとしています。 

コイルの月間受注数量（当月受注＝当月販売予定）は、2004 年 5 月に史上初めて 1 億個を突破した後、

第 3四半期月平均 109 百万個、第 4 四半期 105 百万個、2005 年第 1四半期 106 百万個と 1億個台が続き、

2005 年第 2四半期は 113 百万個と着実に水準を切上げています。特に 6 月は 119 百万個と 1億 2 千万個台

を窺う動きになっています。 

 世界のパソコンの出荷台数は、2005 年第 1 四半期に前年同期比 10.3％増の 50 百万台、第 2 四半期は同

14.8％増の 49 百万台と順調に増加しています。ノートブック型が好調であったうえ、デスクトップ型も価

格低下に伴い需要が回復しています。地域的には日本を除くアジア、中東、アフリカが順調に成長してい

ます。世界のデジタルカメラの生産台数は 2004 年に約 70 百万台を達成しました。昨年後半からの在庫調

整が進み需要も戻りつつあるなか、各メーカーとも再び攻勢に転じようとしています。2005 年は前年比

10.7％増の 77 百万台に拡大するものと思われます。世界の携帯電話の販売台数は 2005 年第 1 四半期に前

年同期比17.5％増の181百万台と過去最高であった2004年第1四半期の154百万台を大幅に上回りました。

アメリカ、ヨーロッパでの買換え需要が活発化し、東ヨーロッパ、中東、アフリカ、南アメリカなど新興

市場も成長しています。2005 年通年では前年比 13％増の 750 百万台が予測されます。 

また、液晶 TV の世界需要は 2004 年の 8 百万台から 2005 年は 15 百万台が予想されます。特に日本は液

晶 TV、PDP を合わせた薄型 TV の世帯普及率が普及の加速する目安とされる 10％を超えて 11.5％に達して

いるため、今後も先行して市場が拡大するものと思われます。アメリカは TV 放送局でのアナログ方式が

2009 年 1 月までに中止される見通しであり、富裕層を中心に液晶 TV の需要が増加する見込みです。 

一方、新車登録台数は日本が2005年第1四半期前年同期比1.9％減の1,186千台から第2四半期は同8.7％

増の 893 千台、ヨーロッパは第 1 四半期同 2.4％減の 3,817 千台から第 2 四半期同 1.7％増の 3,991 千台、

アメリカも第 1 四半期同 0.1％増の 3,998 千台から第 2 四半期同 3.5％増の 4,757 千台と回復しています。

今後の世界の新車販売台数につきましては、アメリカ、ヨーロッパで高水準が続くのに加え、日本、アジ

ア太平洋、その他地域が成長することから順調に増加する見込みです。 

 

こうした事業環境の中、当社グループにおきましては、今後の成長分野へ経営資源を積極的に集中する

事業活動を展開してまいります。 

レガシー事業のうちパワーソリューションは、デジタル製品を中心とした生産調整の影響を受け今年前

半売上高が減少したものの、今後は市場がやや上向きに転じるなか原材料の価格低減、製造効率の向上で
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製品競争力を高め、デジタルカメラ、DVC、DVD プレーヤー、プリンター向けラインフィルター及びスウィ

ッチングトランスの拡販に取り組んでまいります。家電以外では将来需要拡大が見込まれる車載用分野で

の新規開拓に力を注ぐ方針です。地域的には台湾、韓国での開発・販売体制を強化いたします。 

また、パワーインダクタでは、小型・低背化、電源エネルギーの効率化を追求した新製品を開発し顧客

への納入シェア拡大に力を注いでおります。今後数量が多く見込める携帯電話、デジタルカメラ、HDD、ノ

ート PC、車載関連、ゲーム機器、プリンター、MP3 向けの販売に積極的に取り組んでまいります。特に足

もとでは携帯電話、ゲーム機器向けを強化いたします。生産現場では、原材料価格の引き下げを実現する

と同時に、安価で効率の良い自動機を開発し製造の部分自動化を推進します。 

シグナルでは主力のトナーセンサー向けに加え、モデム、ADSL 等テレコミュニケーション分野、キーレ

スエントリー用アンテナコイル等自動車分野を強化してまいります。 

 

インバータ事業ではノート PC、LCD モニター、液晶 TV、娯楽機器向けにインバータトランス、インバー

タユニットを販売しています。従来から手掛けているノート PC、LCD モニター向けでは価格競争力を高め

納入先のシェア拡大に努めています。成長分野である液晶 TV 向けは、他社に先行してマーケットでの地位

を確立するため今後の主流となりつつある 32 インチ型に焦点を合わせた事業活動を展開しております。製

造現場においては、昨年後半から原材料価格の引き下げに本格的に取り組み、一定の成果をあげています。

引き続き原材料価格の低下を推進すると同時にインバータユニットに使用される部品の内製化及び部品点

数の大幅な削減を進めることで収益力向上を実現してまいります。 

 

オートモーティブ事業ではABSコイルで第4番目の新規顧客向けの納入が既に2004年から始まっていま

す。2005 年は更に第 5 番目の新規顧客向けの開拓に力を注いでまいります。ABS コイル以外ではキーレス

エントリー、冷暖房切り替え用 4V コイルが同事業の主要部分を構成しているのに加え、カーエアコン向け

コイルが急速に成長しています。直噴エンジン用インジェクションコイルも今年から生産が本格化してい

ます。そのほか、イモビライザー、ナビゲーションシステム､EPS（エレクトロニック・パワー・ステアリ

ング）、エアーバッグ向けコイルにも力を注いでおります。生産現場におきましては、売上の拡大に伴い原

材料の引き下げ圧力を強めると同時に製造効率向上に積極的に取り組んでまいります。 

 

その他事業のうち、STELCO は車載用電子部品の比重が高く、ヨーロッパでの新車販売台数の低迷による

影響があったものの、消費は夏場から年末にかけて回復に向かうものと思われます。今後は当社グループ

を通じて同社製品をアジア市場で拡販すると同時に、ヨーロッパでの同社の営業網を利用したスミダのコ

イルの販売も推進する方針です。JENSEN は、現在主にプロジェクター用 GDT をヨーロッパ向けに販売して

います。車載用 GDT につきましては採用決定まで時間を要するものの、サンプル出荷を着実に行っており、

2006 年には徐々にその成果が顕在化するものと考えられます。また、日本、韓国の顧客開拓にも力を注い

でまいります。 

  

当社グループでは、各部門から提出される翌四半期のコミットメントを積み上げた方式による業績予想

を発表しております。これは、経済環境が不安定で激変する状況下において通期を予想することが困難で

あり、場合によっては期初の予想数値と乖離が生じる危険性があるからです。このため、投資家の皆様に

適切な情報を提供することを第一義と考え、翌四半期のみの予想内容を開示していくことを基本方針とし

ております。 

 

現時点における平成 17 年第 3四半期の業績予想は次の通りです。 

 

平成 17 年第 3四半期連結業績予想  平成 16 年第 3四半期連結業績実績 

（2005 年 7 月 1 日～2005 年 9 月 30 日）  （2004 年 7 月 1 日～2004 年 9 月 30 日） 

売 上 高  10,200 百万円  売 上 高  9,518 百万円 

経 常 利 益  720 百万円  経 常 利 益  934 百万円 

当期純利益  460 百万円  当期純利益  631 百万円 

（前提となる為替レートは１米ドル 107.5 円としております。） 
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４．事業等のリスク 

中間決算短信に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事

項は、中間決算短信発表日(平成17年8月9日)現在において当社グループが判断したものであります。 

 

（1）経済動向に係るリスク 

 当社グループが属するエレクトロニクス業界は世界経済の影響を受やすい、変化の激しい業界で

あります。世界各国の急激な景気変動の影響を受け、急激な需要の変化により、当社グループを取

り巻く経営環境が直接あるいは間接的に影響を受けることがあります。また、エレクトロニクス市

場は今後も拡大していく市場であり、市場の拡大は参入企業の増加、潜在的な競業企業の増加も考

えられ、厳しい競争の中、製品に対する顧客の要求も厳しくなる可能性があります。 

当社グループでは事業拠点を世界各地域に分散させ、特定地域に偏らない事業展開を進めるとと

もに、特定の取引先への依存度を高くすることなく、幅広い分野の顧客向けに事業展開し、各国の

景気変動の影響を最小限にとどめるようにしております。また顧客からの要請に対しては迅速な設

計、原材料調達先の多様化、部材の内製化、輸送手段の効率化などを進め、顧客からの信頼性や機

能の要求を満たす製品を提供していく体制を作っております。 

 

（2）為替・金利動向に係るリスク 

当社グループは当中間連結会計期間で約 76％が海外売上で、製造は 100％海外であり、米ドルな

どの外貨建てであります。外国為替動向によっては、連結財務諸表作成のため外貨建て財務諸表を

日本円に換算した際に、為替変動より財政状態及び経営成績は影響を受けることがあります。日本

及び香港のイン・ハウス・バンクを使って取引通貨の相当部分を相殺しており、また為替予約を行

なう等為替変動による連結業績への影響を最小限にとどめ、安定した収益を得るように努めており

ます。 

また、借入金等が今後の金利動向によっては、当社グループの収益性に影響を与える場合があり

ますが、借入金の削減、資金調達方法の多様化を図る等金利動向の影響を最小限にとどめるように

しております。 

 

（3）技術革新に係るリスク 

 当社グループは変化の激しいエレクトロニクス業界において、常にリーディングカンパニーであ

ることを目指し、顧客に対しより良い製品を満足できる価格で提供し、顧客の支持を拡大できるよ

う努力を積み重ねております。しかしながら、エレクトロニクス業界では当社グループと競業企業

との間で技術面・価格面における競争は年々ますます激しいものとなっております。特に近年にお

いては中国・台湾及び韓国における現地競業企業の台頭がめざましいものがあります。これに対処

するため、当社グループでは他社との製品上の競業関係において、より有利な地位を占めるため積

極的な研究開発投資を続け、製品の差別化を図り、価格面でも競争力のある製品を提供し続けてま

いります。 

 

（4）原材料等の調達に係るリスク 

当社グループは多くの原材料を外部調達し、製品を供給しております。銅等当社グループ製品の

生産に関係する原材料の価格は国際市況に連動していることから、国際的な資源需給動向、資源輸

出国における経済・社会情勢等の変化、天災地変等に起因して市況が変動した場合に業績に影響を

与えることがあります。また供給元における事故等の事由による原材料の供給不足、供給中断によ

り業績に影響を与える可能性があります。当社グループでは幅広い供給元から適時、適量、適性価

格での供給を受ける体制を構築し、原材料等の調達に係る影響を最小限にとどめるようにしており

ます。 

 

（5）知的所有権に係るリスク 

競争の厳しいエレクトロニクス業界では当社グループの持つ特許を侵害した模造品が世界各国で

発生する可能性はあり、模造品の流通により当社グループの売上等に影響を与える可能性がありま

す。また、世界各国において特許が日々申請されていることから、当社による特許の登録手続が前

後することで、結果的に他社及び個人の特許権・商標権等を侵害することになる可能性があります。
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その場合において特許権・商標権等を持つ会社・個人から侵害に係る相応の損害賠償を請求される

可能性があります。 

当社グループでは特許管理を行う法務部門を強化し、当社グループの開発による新たな新技術を

確実に当社グループの保有とするとともに、製品の開発･販売に際し、他社及び個人の特許権・商標

権等への抵触･侵害が発生しないよう、調査を行い、可能性が予見できる場合は回避策をとるなど、

他社及び個人の知的所有権の侵害を未然に防止できるよう、万全の注意を払っております。 

 

（6）海外展開に伴うリスク 

当社グループの製造拠点は全て海外(中国、台湾、メキシコ等)であり、当中間連結会計期間の連

結売上高の約 76％が海外売上となっております。特に製造拠点は中国（番禺、太平及び蘇州）が中

心となっております。当社グループが事業展開を行っている市場での戦争・テロ等の政治的リスク、

海外各国における予期せぬ法規制等の変更、疾病の流行等の社会的リスク、景気動向、為替変動や

それに伴う需要動向などによる経済的リスクにより当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

りますが、各国・各地域の政治、社会、経済状況等の情報把握には万全の努力を払っております。 

 

（7）品質・製造物責任に係るリスク 

当社グループ製品の要求仕様への不一致や欠陥により供給先である顧客の製造ラインが停止する

事態や、欠陥を含んだ当社グループの製品を利用した電子機器に不具合が生じる事態も考えられま

す。欠陥またはその他の問題が発生した場合は、当社グループの売上高、市場シェア、当社グルー

プブランドに対する信頼または評価、市場認知度、開発などに影響がでる可能性があり、また顧客

からの法的手段による請求の可能性もあります。 

当社グループは品質管理をコーポレートで一元管理し、ISO9000、ISO14001、QS9000 等の取得・

更新に努めながら、常に製品の品質向上に尽力し、製品の品質確保に万全を期しております。 

 

（8）M&A 等による事業拡大に係るリスク 

 当社グループは技術・販売の補完・拡大を目的に、当社グループ以外の会社に資本参加すること

により、大幅な成長の達成を目指しております。M&A の成功に不可欠なことは傘下入りしたビジネ

スを効率よく取り込むことでありますが、異質の文化、習慣、言語等の障害によって予想されたと

おり営業面、財務面での収益を生み出さない場合もあります。また、新たに M&A を行うことにより、

一時的に当社グループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（9）更正処分に係るリスク 

当社は平成17年6月29日に東京国税局より、当社の香港子会社がタックスヘイブン対策税制の適用

除外要件を満たしていないとの判断により、平成14年12月期から平成15年12月期の2年間について当

社の香港子会社の利益を当社の所得の額とみなして合算課税するとの更正通知を受領致しました。

更正された所得金額は約18億円で、追徴税額は地方税等を含め合計約７億円と試算されます。当社

は繰越欠損金がありますので、これを取り崩すことで同年度分の法人税等の納付については発生し

ない見込みであります。当社の香港子会社は、香港政庁及び中国政府が積極的に推進する「委託加

工方式」を1984年から採用して、各国で公明正大に適正な申告を行ってきたと認識しており、今回

の更正処分を不服と考えており、不服申し立てを行う予定であります。それとともに当局に対して

も引き続き香港子会社の実態、並びに当社の考えをご理解頂けるよう努めてまいりますが、当社グ

ループの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 


